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様式第 3 号（第 8 条関係） 

発言者 会議の内容(発言内容、審議経過、決定事項等) 

事務局 開 会 

事務局 それでは、次第に基づきまして、初めに、委嘱状の交付を執り行いた

いと存じます。ご自分の順番になりましたら、恐縮ではございますが、

その場にご起立をお願いします。 

市長 （各委員に委嘱状交付） 

国保年金課長 会長及び副会長の選出に移りたいと存じます。新たな委員の委嘱に

伴い、会長及び副会長が不在でございますので、選出されるまでの間、

事務局で進行をさせていただきたいと存じます。私は、国保年金課長

の尾島と申します。よろしくお願いいたします。 

会長、副会長の選出にあたりましては、「国民健康保険法施行令」第

5条によりまして、第 3号委員の公益代表委員の中から選出することと

なっております。お手元の資料「委員名簿」をご覧ください。資料の

中の第 3号委員の中から選出することになります。 

つきましては、本日の会議前に第 3 号委員の方々にお集まりいただ

き、会長候補者、副会長候補者のご協議をいただきました。 

それでは、第 3 号委員を代表し、黒川委員から協議結果をご報告い

ただきたいと思います。 

黒川委員 それでは先ほど行われました協議の結果をご報告させていただきま

す。 

会長候補は、小林 一彦 委員 

副会長候補は、岡田 輝彦 委員でございます。 

よろしくお願いいたします。 

国保年金課長 ご報告がございました。 

皆様、ご異議ございますでしょうか。 

各委員 （多くの委員から「異議なし」との声あり。） 

国保年金課長 それでは、小林会長、岡田副会長には前の席にお移りいただければ

と存じます。 

ただいま会長、副会長が互選により決定いたしましたので、ここで

会長に就任なされました小林会長からごあいさつを頂戴したいと存じ

ます。よろしくお願いいたします。 

小林会長 （会長あいさつ） 

事務局 続きまして、岡田副会長、よろしくお願いいたします。 

岡田副会長 （副会長あいさつ） 
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発言者 会議の内容(発言内容、審議経過、決定事項等) 

事務局 続きまして、市長からごあいさつを申し上げます。 

市長 （市長あいさつ） 

事務局  それでは、市長から加須市国民健康保険事業の賦課方法について、

本協議会あてに諮問したいと存じます。 

市長 （市長 諮問書を読み上げて、会長に手渡し） 

 ※諮問後、市長は所用につき退席 

事務局 （資料確認） 

（事務局紹介） 

（諮問書（写）の配付） 

事務局  それでは、本日の議事に移りたいと存じます。以後の進行につきま

しては、「加須市国民健康保険に関する規則」第 6条第 2項の規定によ

り、小林会長にお願いします。 

小林会長 それでは、次第に基づきまして進行させていただきます。 

まず、「加須市国民健康保険に関する規則」第 8条の規定によりまし

て、署名委員を 2名指名いたします。 

  平井 敏子  委員 

  宮下 克美  委員 

よろしゅうございますか。 

平井委員及び宮下

委員 
はい。 

小林会長  よろしくお願いいたします。 

次に、議事の（１）令和 5 年度国民健康保険事業の賦課方法につい

てを議題といたします。なお、本件につきましては、本日ご審議をい

ただき、次回の会議で答申をしていきたいと考えておりますが、よろ

しゅうございますでしょうか。 

各委員 （多くの委員から「はい」と言う声あり。） 

小林会長 ありがとうございます。それでは事務局から説明をお願いいたしま

す。 

国保年金課長 皆さま、こんにちは。国保年金課長の尾島でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。それでは、令和 5 年度の国民健康保険税の

課税方法について、ご説明申し上げます。 

まず、国民健康保険税の税率等の改正につきましては、この国民健

康保険運営協議会におきまして、市長からの諮問に基づきご審議を賜

り、後日、答申を賜ったうえで、市議会における条例改正が議決され

た後、被保険者の皆様に、新しい税率による国保税のご負担をお願い
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発言者 会議の内容(発言内容、審議経過、決定事項等) 

するところでございます。 

それでは、本日の協議会資料につきまして、趣旨や要点について、

順にご説明申し上げます。 

まず、資料 1の 1 ページの 1 基本方針策定の趣旨でございます。国

民健康保険は、医療費を加入者が互いに支え合う、公的医療保険であ

り、本市では、人口の約 1/4、世帯数の約 1/3 が加入しております。し

かし、国保制度は、長寿化や医療技術の高度化等に伴い、一人当たり

の医療費が増加傾向の中、低所得者層や医療にかかりやすい高齢者が

多いことなどにより、財政基盤が脆いという構造的な問題を抱えてお

ります。この課題を解決するため、平成 30年度から、都道府県が財政

運営の責任主体となり、市町村と共同で国保を運営する新しい国保制

度が施行され、同時に導入された「納付金制度」により県内全市町村

による支え合いの仕組に変更となりました。埼玉県が策定した、「国保

運営方針」では、市町村は、納付金及び事業経費を賄うために必要な

保険税率を設定すること、赤字を解消すること、さらには、国保税水

準の県内統一に向けた進め方が具体的に明記されております。 

このような中、本市では、国保を健全かつ安定的に運営していくた

めに、引き続き、被保険者からの税負担と一般会計からの法定外繰入

金との割合等に配慮しながら、また、保険税水準の統一を推進する県

の方針に適切に対応していくため、「令和 5 年度 国民健康保険税改正

にあたっての基本方針」を策定するものでございます。 

続きまして、2 ページをご覧ください。はじめに、下段の(3)をご覧

ください。国保の広域化後の財政の仕組みを表したものでございます。 

真ん中の紫色の市町村国保から、その下の都道府県に納付金を納め

ます。県は、各市町村から集めた納付金をプールし、各市町村が支払

うべき国保医療費の財源として、毎月、市町村に交付金を渡します。 

上段の（2）にお戻りください。納付金の大まかな計算方法とその財

源をイメージした図でございます。この納付金を県に納める財源とし

て、本来、主に国保税でまかなうものでございますが、本市では国保

税だけでは足りず、一般会計からの支援である法定外繰入金で賄って

おります。県内の保険税率が準統一される令和 9 年度以降、国保税と

法定の補助金等で賄うことが求められております。 

次に、3ページをご覧ください。2 国保税設定の基本的な考え方につ

いて、ご説明申し上げます。国保の都道府県単位化という制度のもと、

県内の被保険者間の負担の公平及び市町村の枠を越えて支え合う医療
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発言者 会議の内容(発言内容、審議経過、決定事項等) 

保険制度を構築していく観点から、保険税水準を統一することが緊急

の課題となっております。現在の保険税率が埼玉県全体の標準保険税

率よりかなり低い本市は、保険税が急激に増加しないよう計画的に県

全体の標準保険税率に近づけていく必要があります。さらに、県の国

保運営方針では、納付金及び保健事業の実施に係る経費を賄うために

必要な保険税率を設定し、目標とする税収を確保し当該年度の市町村

国保特別会計の収支を均衡させること、また、医療費の上昇を抑制す

るため、医療費適正化対策に取り組むこととされております。これら

を踏まえ、本市では 被保険者の保険税負担と給付のバランスに配慮し

ながら、保険税により事業費納付金を賄えるようにしていくため、毎

年度保険税率等の見直しを行うとともに、医療費適正化対策を積極的

に推進していくものとしております。 

4 ページをご覧ください。保険税水準統一の進め方でございます。第

2期埼玉県国民健康保険運営方針によると、保険税水準の統一は三段階

に分けて進めてまいります。第一段階の「納付金ベースの統一」とし

て、令和 6 年度から納付金の計算過程において、市町村ごとの医療費

水準を反映しないほか、市町村ごとの納付金額を算定するうえでは統

一基準によることを目指すものでございます。第二段階の「準統一」

として、令和 9 年度から収納率格差以外の項目を統一することを目指

します。そして、最終の第三段階で「完全統一」するというものでご

ざいます。つまり、令和 9年度の準統一までの 5年間で、計画的に「標

準保険税率」を参考にしながら、税率を改正する必要があるわけでご

ざいます。 

次に、納付金の令和 4 年度と令和 5 年度の比較でございます。医療

給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分のそれぞれ比較が右側

に示されておりますが、計にございますとおり 4 年度と比べまして 1

億 7,037 万 1 千円減っております。減った要因については、本市の被

保険者数の減少率が県内平均を上回った、言い換えますと、本市の減

少率が県内平均より大きいということでございます。 

次に、5ページをご覧ください。加須市の税率の推移と埼玉県標準保

険税率の推移の表を上下に並べたものでございます。令和 4 年度の本

市の税率と埼玉県標準保険税率の比較でございます。一番上の表の令

和 4年度の均等割の合計は 44,500 円に対し、下の表の令和 4年度の埼

玉県標準保険税率の均等割の合計は、75,409 円でございます。県と比

べ、33,909 円と大幅に低い状況がご理解できるかと存じます。 



5 

発言者 会議の内容(発言内容、審議経過、決定事項等) 

次に、6 ページの 3 国保事業運営の基本的な考え方について、ご説

明申し上げます。本市の国保は、医療にかかりやすい 65 歳から 74 歳

までの高齢者の加入割合が高く、また、一人当たりの医療費は、増加

傾向にございます。一方、国保財政の根幹である保険税収入について

は、短期間で大幅な増加を見込むことが困難でございまして、赤字解

消のため、一般会計からの法定外繰入を行うなど、依然として厳しい

財政運営が続いており、健全化に向けた給付と負担のバランスを考慮

し、安定した事業運営に努めていく必要がございます。国保の運営に

あたっては、本来、独立採算的な運営が求められていることから、今

後、一般会計からの法定外繰入れに極力依存せず、国保会計単独で、

収支均衡を図ることを基本とし、次の 5 項目を重点項目とするもので

ございます。1つ目が医療費適正化の推進、2つ目が、保険給付の適正

化、3つ目が、資格適用事務等の適正化、4つ目が、保険税収納率の向

上、5つ目が、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施でございま

す。なお、一人当たり総医療費について、加須市と県平均の推移のグ

ラフを示しております。この 5つの具体的な取り組みにつきましては、

次の 7 ページの 4 国保事業運営の具体的施策として、記載してござい

ます。(1)医療費適正化の推進につきましては、ご覧の①から④の 4つ

に取組んでまいります。8ページ、（2）保険給付の適正化につきまして

は、ご覧の①②の２つに取り組んでまいります。（3）資格適用事務等

の適正化につきましては、ご覧の①②の２つに取り組んでまいります。

9ページ、（4）保険税収納の向上については、ご覧の 5つに取り組んで

まいります。（5）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施につい

ては、「国保データベースシステム」を活用し、高齢者の医療や介護情

報を分析し、「後期高齢者の保健事業」「介護予防事業」「国民健康保険

の保健事業」を一体的に実施するものでございます。 

次に、10 ページの５ 国保税設定の基本方針でございます。納付金を

賄うために必要な保険税率を設定することを原則としますが、税負担

と一般会計からの法定外繰入金のバランス、あるいは、国保加入者と

社会保険加入者との負担のバランス、所得割と均等割の割合などを総

合的に勘案し、次の 4 つの考え方に基づき国保税率等の設定を行うも

のです。まず、1つ目の地方税法等に即した改正として、国保税の仕組

みどおり、３本立てとします。賦課方式と税率については、令和 5 年

度は、医療給付費分の均等割を 2万 3,000 円から 4,700 円引き上げ、2

万 7,700 円に、後期高齢者支援金と介護納付金分は据え置くものでご
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ざいます。 

続いて、11 ページの賦課限度額・低所得者に対する軽減割合でござ

います。まず、賦課限度額の引き上げは、高所得層の負担により、中

間所得層の負担軽減を図るものでございまして、法令により基準とな

る上限が既に令和 4 年度から引き上げられております。本市では、令

和 5年度から、この基準を準用し、医療給付費分を 63万円から 2万円

引き上げ法定上限の 65 万円に、後期高齢者支援金分を 19 万円から 1

万円引き上げ法定上限の 20 万円とし、介護納付金分は据え置くもので

ございます。 

軽減判定所得の基準額につきましては、均等割の軽減措置を受けら

れる範囲を増やすため、国においては令和 5 年度に引き上げが見込ま

れますので、本市でも歩調を合わせ、令和 5 年度から適用するもので

ございます。なお、この基準の改正については、国の動向により今後

変わる可能性があることを申し添えます。 

次に、2つ目、低所得者に極力配慮した改正として、国保の構造的な

課題を踏まえ、低所得者へ過重な負担増とならないよう、極力配慮し

ながら設定するものでございます。応能割、これは所得割のことでご

ざいます。そして応益割、これは均等割のことでございますが、その

構成比は、ご覧のとおりでございます。均等割の割合が低いことが見

てとれるかと存じます。 

次に、12 ページ、3 つ目の保険税負担と一般会計繰入金のバランス

を考慮した税率設定といたしまして、国保事業の基本に即した事業運

営を目指します。 

次に、4つ目の国・県における制度改正を踏まえた税率設定として、

子育て支援として、小学校入学前のお子さんに係る均等割の軽減の継

続や、県内の令和 9 年度における保険税水準の統一を見据え、検討を

行うものです。 

続きまして 13ページをご覧ください。本市の税率改正の状況でござ

います。 

経緯でございますが、平成 30年度から国保の広域化をきっかけに、

それまでの 4 方式から 2 方式に移行しております。その後、令和元年

度に後期高齢者支援金分の均等割を見直し、令和 4 年度には医療給付

費分と後期高齢者支援金分の均等割を合計で 3,000 円引き上げており

ます。賦課限度額につきましては、法定限度額を目標に段階的に引き

上げてきております。 
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次に、14 ページ及び 15 ページをご覧ください。これは、今回の改正

案の影響について、均等割の軽減を受けない世帯及び軽減を受ける世

帯の人数ごとに 1世帯当たり、及び 1人当たりの影響額を本年 11 月の

加入者の状況をもとに推計したものでございます。 

15 ページ一番下の表は、均等割の軽減の状況を示したもので、２割、

５割、７割いずれかの軽減を受けている人数の合計は、13,926 人で全

体の 52.6％、そのうち 7 割軽減を受けている人数は、5,906 人で全体

の 22％を占めております。 

15 ページ真ん中の表の太枠の中の右から 4 列目の一番下「影響額合

計」をご覧ください。約 9,040 万円が平均の影響額で、1世帯当たり年

間で平均 5,403 円、1人当たり年間で平均 3,417 円の影響額と見込んで

おります。 

次に、16 ページ及び 17 ページをご覧ください。この 2ページについ

ては、改正の影響について、世帯モデル別に試算したものでございま

す。参考に、令和 3 年度の近隣市の税率で試算したものを表の右側に

加えております。モデルは、3つの要素で構成しております。１つ目が

世帯人数、2 つ目が介護納付金の課税される年齢、40 歳～64 歳かどう

か、3つ目が均等割軽減措置を受けられる収入及び所得かどうかでござ

います。16 ページの単身世帯を例にとりますと、上から 6 つ目までが

介護納付金を納める必要のないモデル、その下の 7つ目から 12番目ま

でが介護納付金を納める必要があるモデルでございます。このうち、

介護納付金を納める必要のないモデル、一番上でございますが、均等

割 7 割軽減を受けられるモデル、上から 2 番目が均等割 5 割軽減を受

けられるモデル、上から 3 番目が均等割軽減を受けられないモデルで

ございます。このような一定の条件を設定し、2人世帯、4人世帯をそ

れぞれ試算しております。17 ページ下のこどもがいる 4 人世帯につい

ては、令和 4 年度から既に未就学児の均等割軽減制度が始まっている

ことから、こどもの年齢について、未就学児が 2 人いる場合と、未就

学児 1人と小学生 1人がいるモデルで影響額を試算しております。 

次に、18 ページが令和 4年度決算見込み、19ページが令和 5年度予

算予定の全体収支不足額を計算するための資料でございます。 

19 ページの令和 5 年度予算予定でございますが、現年課税分の保険

税と法定外繰入金を除き、不足額を算出したものでございます。ペー

ジ右側の表の一番下、全体収支不足額は、25 億 4,900 万 9 千円でござ

います。 
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次の20ページでは、収支不足額の解消案を示したものでございます。

全体収支不足額 25億 4,900 万 9 千円から、令和 4年度と同一の税率で

試算した場合の保険税額 19 億 3,731 万円、さらに、先ほどご説明いた

しました令和 5 年度税率改正により新たに算定した均等割引き上げに

よる影響額 8,169 万 4 千円を除いた 5 億 3,000 万 5 千円が赤字補てん

の法定外繰入金となるものでございます。 

次に、21ページをご覧ください。法定外一般会計繰入金いわゆる「赤

字補てん」の推移のグラフでございます。 

次に、22 ページをご覧ください。現在の税率と新税率案との比較で、

先ほどもご説明いたしました。 

次に、23 ページが、新税率に基づく令和 5 年度の予算案でございま

す。 

次に、24 ページをご覧ください。このページ以降は、参考資料でご

ざいます。国保税の主な指標について、県内 40 市における本市の順位

でございます。一番左の１人当たり調定額では、85,838 円で高い方か

ら数えて 30 番目、低い方から数えて 11番目でございます。 

25 ページは、赤字補てんの財源となり得る歳入の１人当たりの状況

でございます。繰越金は一人当たり 3,449 円で 34位と少なく、一般会

計からの法定外繰入、これが県内 5位で１人当たり約 18,000 円です。

一般会計からの法定外繰入金に依存している状況を見てとれるかと存

じます。また、一人当たりの法定外繰入金の多い市の応益割、均等割

は低い傾向にあり、両者に相関関係があることも見てとれるかと存じ

ます。 

26 ページは、65 歳から 74 歳までの前期高齢者の指標などでござい

ます。 

次に、本日お配りした資料をご説明いたします。 

まず、A3 サイズの資料です。これは、県内 40 市の令和 4年度の国保

税率一覧表です。黄色の部分が加須市の税率より高いことを意味して

います。また、市の名前の右側の令和 4 年度税率改正欄に丸がありま

すが、これは、令和 4年度の税率を改正したことを意味しております。

熊谷市をはじめ 16の市が改正しております。次に、A4 サイズ横の資料

です。これは、県内の市の令和 5 年度の国保税率改正の状況です。現

時点で判明しているものだけを取り上げています。羽生市など 5 つの

市が市議会の議決済で、川越市など 4 つの市が議会審議中でございま

す。羽生市を除き、いずれの市も一般会計から法定外繰入をしている
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市です。 

このように、本日お配りした資料からも、県内の他の市でも、令和 9

年度の税率の準統一に向け、動き出していることが読み取れます。 

長くなりましたが、以上で、今回の基本方針の説明とさせていただ

きます。ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

小林会長 事務局より、説明いただきました。何かご意見、ご質疑があるよう

でしたらお願いいたします。 

河野委員 これから税率改正して、埼玉県の統一方式に持っていくのでしょう

けれども、埼玉県の統一と他の県、例えば群馬や栃木などともちろん

違うということですね。 

国保年金課長  統一をするというのは国全体の方針ですが、統一の進め方のスピー

ドにつきましては、都道府県別に差がございまして、埼玉県は比較的

早い方でございまして、令和 9 年度の準統一は比較的早い方でござい

ます。なお、大阪府は既に統一を済ませておるというふうに聞いてお

ります。 

河野委員 もう一つ。例えば、埼玉県は割合若い県だと思います。他の周りの

県は、埼玉よりも少し平均年齢的には高い県になるので、一概に比較

できないでしょうが、加須や県内の他の市町村が統一していくとなる

と、加須市はそれほど若い市ではないものですから、少しずつ統一に

向けてやっていくのでしょうけれども、やはり市町村によって統一に

向けて少し時間がかかりそうなところも出てくるのかなと思うのです

が、いかがでしょうか。 

国保年金課長 県内他市の状況でございますが、近隣の市の担当課長と集まる機会

がございますが、やはりこれは進めていかなくてはいけないだろうと

いうことで、そういった他の市の担当課のお考えは聞いております。 

小林会長 他にいかがでしょうか。よろしゅうございますか。他にないようで

したら、次に進みます。 

次回は答申をしていきたいと考えておりますが、答申案の内容につ

きましては、正副会長にご一任いただけますでしょうか。 

各委員 （多くの委員から「はい」と言う声あり。） 

小林会長 ありがとうございます。それではそのようにさせていただきます。 

では答申案を作成しまして、次回の会議を令和 5年１月 16日、月曜

日に開催いたしたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

次に報告事項に移ります。 
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（1）赤字削減・解消計画の進捗状況についてを議題といたします。 

事務局から説明をお願いいたします。 

事務局 資料の１ページは、計画の概要です。「埼玉県国保険運営方針」では、

赤字市町村は、6年間で段階的に赤字の削減や解消を図る「赤字削減・

解消計画」を作成することとしております。本市も赤字であることか

ら、対象となる平成 28 年度の赤字額、5 億 1,399 万 1 千円を、令和 5

年度までに解消するための計画を、平成 31 年 3 月に埼玉県知事あてに

提出しております。 

次に、2ページに令和 4年 8月に県知事あてに提出しました、令和 3

年度の計画の実施状況報告書ご用意いたしました。計画 4年目の令和 3

年度は、1億 6,825 万 6 千円の赤字削減額でございまして、内訳につい

ては、1ページの「3 令和 3年度の実施状況」のとおりでございます。 

税率改正に伴う国保税収納額の増額による効果で 6,153 万 8 千円、

均等割増額の税率改正に伴う国県からの交付金の増額による効果が

6,925 万 1千円、収納率向上による削減効果で 3,438 万 7千円など、合

計 1億 6,825 万 6 千円でございます。 

小林会長 事務局より説明をいただきました。 

これにつきまして、何かご意見、ご質疑があるようでしたらお願いい

たします。よろしいでしょうか。 

各委員 （多くの委員から「はい」と言う声あり。） 

小林会長 それでは次に、報告事項（２）の令和 4 年度加須市国民健康保険事

業特別会計補正予算第１号、及び令和 4 年度加須市国民健康保険直営

診療所特別会計補正予算第 2 号の債務負担行為の設定についてを議題

といたします。事務局から説明をお願いいたします。 

国保年金課長 報告資料 2をご覧ください。 

「令和 4年度加須市国民健康保険事業特別会計補正予算(第 1号）債

務負担行為の設定」をご用意いたしました。地方自治法の規定により

債務を負担することができる事項、限度額などについては、下の表の

とおりでございます。去る 11 月 30 日の令和 4 年第 4 回加須市議会定

例会で議決いただいたものです。自治体の会計は、原則として、単年

度会計主義ですので、年度が始める前に次の年度の契約をできないの

ですが、例外として議決をいただくことで可能となるものでございま

す。例えば、4月に契約手続を開始するのでは遅くなってしまい、市民

サービスに影響があるものを議決事項としております。 



11 

発言者 会議の内容(発言内容、審議経過、決定事項等) 

まずは、特定健康診査受診券等封入用封筒印刷のほか 4 件、また、

コンビニエンスストア収納代行委託及び公金収納日計処理委託、さら

に、新たに、人間ドック・脳ドック利用助成も加え、合計 8 件の債務

負担行為を設定したものでございます。去る 11月 30 日の令和 4年第 4

回加須市議会定例会で議決いただいたものです。本来であれば、第 1

回 国保運営協議会でご審議いただくべきものですが、順序が逆になり

今回のご報告という形となってしまいました。何とぞ、ご了承賜りま

すようお願いいたします。 

健康医療推進課長 続きまして、診療所特別会計の説明でございます。 

健康医療推進課長の高瀬と申します。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

報告資料 2 の下のほうの表をご覧いただけますでしょうか。令和 4

年度加須市国民健康保険直営診療所特別会計補正予算第 2 号、債務負

担行為の設定でございます。 

地方自治法の規定によりまして債務を負担することができる事項、

限度額等につきましては、下の表のとおりとなっております。こちら

も先ほど説明のありました国保と同様に、去る 12月議会でご議決いた

だいたものとなっております。 

その内容といたしましては、国保北川辺診療所の清掃等の委託でご

ざいまして、令和 5 年 4 月当初から令和 7 年度までの 3 年間を円滑に

実施するため、債務負担行為を設定したものとなっております。 

どうぞご審議のほどよろしくお願いいたします。 

小林会長 事務局より説明がありました。 

何かご意見、ご質疑があるようでしたら、挙手でお願いいたします。 

よろしいでしょうか。 

各委員 （多くの委員から「はい」と言う声あり。） 

小林会長 では、質疑がないようですので、そのほか、事務局から何かありま

すでしょうか。 

国保年金課長 今後の予定でございますが、次回１月 16日に答申案のご協議をいた

だきまして、その後合わせて、令和 5 年度の国民健康保険事業と北川

辺診療所特別会計の当初予算並びに令和 4 年度の補正予算案等につい

て、ご協議いただく予定でございます。 

健康医療部長  健康医療部長の小野田でございます。 

ご審議いただきありがとうございます。最後に、協議事項に関して
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